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これは、「平成13年度版労働経済の分析」の参考資料であり、「平成13年度版労働経済の分析」とは区
別される。

第1表 男女別・規模別雇用者数の推移

第2図 雇用者数の従業上の地位別増減寄与度(全産業・前年同期差)
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第3表 産業別雇用者数の推移
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第4表 従業上の地位別就業者数の推移

第5表 労働力人口の推移

第6図 非労働力人口の変化要因
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第7表 男女別・年齢別労働力率
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第8図 完全失業率の推移(季節調整値)
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第9図 完全失業者の求職理由別増減寄与度(前年同期差)
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第10表 世帯主との続き柄別完全失業率

第11表 年齢階級別完全失業率の推移(原数値)
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第12図 構造的・摩擦的失業率、需要不足失業率の推移
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第13図 求人・求職の状況
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第14図 新規求人の産業別増減寄与度(前年同期比)
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第15図 常用新規求職者の求職理由別増減寄与度(前年同期比)

第16表 求人増業種の充足率(2000年)
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第17表 年齢階級別の雇用失業情勢(2000年)

第18図 雇用人員判断D.I.(全国企業)
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第19図 規模別雇用調整実施事業所割合(5産業計)
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第20表 地域別雇用失業情勢
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第21表 新規学卒就職率の推移

第22図 新規学卒求人数の推移(前年比)
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第23表 内訳別賃金

第24表 産業・事業所規模別の賃金の推移(前年比)
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第25表 春季賃上げ等及び賃金の改定の状況

第26図 景気回復局面における経常収益(人員1人あたり)と賃金(1人平均現金給与総額)の推移の比較
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第27図 夏季一時金上昇率と売上高経常利益率の関係

第28図 総実労働時間の増減(前年同期比)に対する労働時間の種類別寄与度
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第29表 産業・事業所規模別の労働時間の推移(前年比)

第30図 所定内労働時間、出勤日数、カレンダー要因の推移(前年同期比(差))
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第31図 製造業の所定外労働時間と鉱工業生産指数(季節調整値)

平成13年版 労働経済の分析



第32図 年間総実労働時間の国際比較(製造業生産労働者)
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第33図 パートタイム労働の賃金・労働時間への影響1)

第33図パートタイム労働の賃金・労働時間への影響2)

第34図 卸売物価指数と企業向けサービス価格指数の推移
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第35図 商品・サービス分類別の消費者物価指数の推移

第36表 家計主要項目(全国勤労者世帯)
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第37図 消費者態度指数の推移(全世帯、季節調整値)

平成13年版 労働経済の分析



第38表 財・サービス区分別及び基礎的・選択的支出区分別消費支出の実質増減率、寄与度の推移(全国勤

労者世帯、前年比)

平成13年版 労働経済の分析



第39図 年間収入五分位階級別実収入、消費支出及び平均消費性向の動向(全国勤労者世帯、2000年)

第40表 貯蓄及び負債の種類別現在高(全国勤労者世帯)

第1-(1)-1図 情報通信技術関連財消費の推移(全国・全世帯)
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第1-(1)-2図 鉱工業生産における情報通信技術関連財の推移(季節調整値)

平成13年版 労働経済の分析



第1-(1)-3図 機械受注における情報通信技術関連機器の寄与度(前年比)

第2-(1)-1図 小売業における電子商取引の推移(アメリカ)

第2-(2)-1図 情報通信技術関連産業雇用者の推移(アメリカ)

平成13年版 労働経済の分析



第2-(2)-2表 情報通信技術関連職業従事者の推移(アメリカ)

第2-(2)-3図 労働生産性、資本の情報化率と物価上昇率の推移(アメリカ)

平成13年版 労働経済の分析



第2-(2)-4図 労働生産性の要因分解(アメリカ)

第2-(3)-1図 ホワイトカラー労働者の推移(アメリカ)
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第2-(3)-2図 解雇率の推移(アメリカ)

第2-(3)-3図 新規雇用の創出と雇用の削減の状況(アメリカ)

第2-(3)-4表 雇用創出、削減の要因(アメリカ)

平成13年版 労働経済の分析



第2-(3)-5表 解雇後の就業状態の変化(アメリカ)

第2-(3)-6表 解雇者の職種間移動の状況(アメリカ)

平成13年版 労働経済の分析



第2-(4)-1図 学歴間における年間稼得格差(アメリカ)

第2-(4)-2図 属性別にみたコンピュータ保有率の格差(アメリカ)

第2-(5)-1図 初等・中等学校におけるインターネット・アクセスの推移(アメリカ)

第2-(5)-2図 就労状況・年齢別コミュニティーカレッジの学生割合(アメリカ)

平成13年版 労働経済の分析



第3-(1)-1表 情報通信技術関連産業一覧

第3-(1)-2表 情報通信技術関連産業の雇用

平成13年版 労働経済の分析



第3-(1)-3図 情報通信技術関連産業雇用の日米比較

第3-(1)-4表 情報通信技術関連産業における正社員比率の推移

第3-(1)-5表 情報通信技術関連職業一覧

平成13年版 労働経済の分析



第3-(1)-6表 情報通信技術関連職業の従事者数

平成13年版 労働経済の分析



第3-(1)-7図 情報サービス業の職種別従業者数構成比の推移

第3-(2)-2図 情報通信技術革新によって引き起こされた雇用者の推計増減数(1990年から1999年までの累

積)

平成13年版 労働経済の分析



第3-(2)-3図 産業別情報通信技術革新による雇用者の推計増減数(1990年から1999年までの累積)

第3-(2)-4図 情報関連産業とその他の産業の情報通信技術革新による雇用者の推計増加数(1990年から

1999年までの累積)

第4-(1)-1図 情報関連投資の目的

第4-(1)-2図 情報化による仕事のウェイトの変化(非管理職)

平成13年版 労働経済の分析



第4-(1)-3図 情報化により今後求められる能力や知識

平成13年版 労働経済の分析



第4-(1)-4図 情報化進展度別賃金制度の変化(情報化によって高まる要素)

第4-(2)-1図 情報化進展度別情報通信技術に関する技能の評価への影響

平成13年版 労働経済の分析



第4-(2)-2図 ほとんどすべての職員に求められる情報通信技術の活用能力

第4-(2)-3図 情報化進展度別中高年社員の情報通信技術活用能力の習得状況

第4-(3)-1図 情報化進展度別組織のフラット化実施状況

平成13年版 労働経済の分析



第4-(3)-2図 情報システムの改革と組織改革(フラット化)の関係

第4-(3)-3表 情報化進展度別中間管理職数の変化

第4-(3)-4図 情報化による中間管理職の職務や役割の変化

第4-(4)-1図 情報化による雇用削減効果

平成13年版 労働経済の分析



第4-(4)-2図 情報化による雇用削減効果と拡大効果

第4-(4)-3表 情報化による配置人員の変化と定型的な仕事の変化

第5-(1)-1図 情報化の進展に伴う求められる能力の変化

第5-(1)-2図 企業における教育訓練の現状

平成13年版 労働経済の分析



第5-(1)-3図 求人広告におけるスキル・資格の掲載件数及び割合

第5-(2)-1図 情報処理技術者の充足率の推移

第5-(2)-2図 情報関連企業の従業員の確保方法

第5-(3)-1図 職種別の重視される能力

平成13年版 労働経済の分析



第5-(3)-2図 若手社員、中高年社員の多い職種

第5-(3)-3図 職務能力と年齢との関係

第5-(4)-1表 規模別の教育訓練実施割合と職種別の年間訓練日数

第6-(1)-1表 テレワーク等の類型(主なもののみ)

平成13年版 労働経済の分析



第6-(1)-2表 日米のテレワーク等の人口

第6-(1)-3図 テレワーク雇用(在宅勤務等)の構成

第6-(1)-4図 テレワーク雇用(在宅勤務等)で行う仕事の内容

平成13年版 労働経済の分析



第6-(1)-5図 テレワーク雇用(在宅勤務等)のメリット・デメリット

第6-(1)-6図 在宅就業者の構成

第6-(1)-7図 属性別にみた在宅就業者の就業スタイル

第6-(1)-8図 在宅就業の選択理由

平成13年版 労働経済の分析



第6-(2)-1図 非正規社員の活用理由

第6-(2)-2図 非正社員の主な担当業務(各労働力別)

平成13年版 労働経済の分析



第6-(2)-3図 パートタイマーを雇用する理由別事業所割合

第6-(2)-4図 派遣労働者数の推移

第6-(2)-5図 派遣労働者の職場での満足度D.I.

平成13年版 労働経済の分析



第6-(3)-1図 情報化進展度別の外部委託のウェイト変化(10年前との比較)

第7-(1)-1図 雇用調整実施時期及び方法別事業所割合(製造業)

平成13年版 労働経済の分析



第7-(1)-2図 労働移動率の国際比較

平成13年版 労働経済の分析



第7-(1)-3図 雇用保護の強さの国際比較

第7-(1)-4図 雇用調整方法の国際比較

第7-(2)-1図 雇用変化率の散らばりの推移

平成13年版 労働経済の分析



第7-(2)-2図 転職入職率及び完全失業率の推移

平成13年版 労働経済の分析



第7-(3)-1表 年齢階級別再就職先を探すのが困難な理由

第7-(3)-2図 こだわった再就職条件

平成13年版 労働経済の分析



第7-(3)-3図 求人が充足しなかった理由

第7-(3)-4表 主な職種別にみた充足しなかった理由(主なもの)

平成13年版 労働経済の分析



第7-(3)-5図 求人職種別平均上限年齢

第7-(3)-6図 一般労働者所定内賃金額と公共職業安定所求人賃金の比較(年齢階級別)

平成13年版 労働経済の分析



第7-(3)-7図 職業別新規求人倍率
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